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２．対象・目的・内容

年度　

＜事業背景＞

西脇市に居住する大学生等の市民に占める割合は0.8％で、小野市（1.8％）、加西市（1.8％）、篠山市（1.8％）、

加東市（3.8％）などと比較して非常に少ない状況にある。

大学生等の居住者数は、大学の立地の有無や大学等へのアクセス性などの環境要因に左右され、容易に増加させる

ことは困難であるが、市内で活動する大学生等の数を増やし、若者が集えるまちの実現を目指すことが求められる。

＜事業概要＞

学生等の地域活動に対して補助金を交付することにより、当該活動を支援する。

大学等の地域連携の窓口の業務を担うとともに、大学等と行政各分野・地域団体・住民等との調整を行い、学生等

事 業 概 要  の活動をバックアップすることで、官学連携、域学連携を促進する。
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部では連携事業等も推進されているが、大学・学生等のまちづく

評 り活動への参画は、直接的・短期的な効果が見えにくいことが課題である。しかし、地道な連携の積み重ね、人

説 明 間関係の構築が官学・域学連携をより強

事

化し、若者・外部の視点や専門的知見を生かした事業提案の反映、官学・

価 域学連携事業の実施につながると考えている。また、メディア露出の増加、地域住民の活力増進、若手職員の意
識改革、市職員採用試験への応募等、

業

付随的な効果もあると認められることから、当面の継続実施が適当である。

評 価 事業の優先度(緊急性) 3 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把

の

握 4
事 業 の 継続実施

次 総合評価
西脇市に居住する大学生等の市民に占める割合は、近隣市と比較して低い水準にあり、将来にわたってまちの活気

評 に影響すると思われる。兵教大・関西学院大・神戸大・神戸芸術工科大と連

概

携協定を締結し、連携事業の実施（市

説 明 長による大学での講義等）、学生の地域活動支援、ゼミ活動支援などを通じて、本市と学生等の交流は拡大しつつ

価 あり、若い視点でのまちづくりのアイデアを得たり、市職員の意

要

識改革も期待できるため、継続して事業を推進さ
れたい。また、西脇市に深い愛着を感じてもらい、卒業後も何らかの形で関わってもらえるよう取り組まれたい。
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指 標 名 学生等交流人数 単　位 人

説 明 や 数 式 次世代創生課と学生等が交流・関与した延べ人数
成 果
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平成19年度に兵庫教育大学と連携協定を締結後、官学連携は限定的であったが、平成25年度の関西学院大学都市研

実績・成果 究会との連携事業を

当

端緒として平成27年度の連携協定締結、翌年度からの連携授業の実施につながった。平成28年
度は、学生による地域活動を支援する補助制度の創設・実績（交付２件79千円）、関学連携授業の実施、播州織産

等 の 説 明

初

地見学の受入れ、ゼミ活動の支援等を実施することにより、本市と学生等の交流等延べ人数は大きく増加した。ま
た、新たに兵庫県立大学との関係が出来つつあり、より幅広い研究分野・地域での連携が期待できる。
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次 総合評価
学生等の本市への関わりは拡大しつつあり、一




